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(参考資料６)

２００５．５．３１

「テレビ会議システム」の導入に向けた基本的考え方

１．テレビ会議システム導入の目的

知事や都道府県幹部職員を対象とした会議を一堂に会することなく迅速、機動

的に開催し、懸案事項の協議・決定等が速やかに行えるようにするため、本会に

おいてテレビ会議システムを導入することとする。

２．システムの仕様・形態と利点

・全都道府県が一体的に導入することにより、47都道府県と知事会を結ぶネット

ワークの構築が可能

・同時又は部分接続が可能とすることにより、様々な規模の会議に対応

・テレビ会議専用の回線及びそれに対応する専用機器を使用することにより、簡

易な操作性、安定かつ安全な交信状態を確保（特に、タッチパネル式操作盤採

用により、制御上の簡易化を確保）

３．経費負担の方法（案）

テレビ会議システムを導入する場合のシステム構築にかかる初期費用及びその

運用、保守にかかる費用については、導入しようとするシステムの仕様や使用す

る回線の種類・規模等により変動するため、今後、上記２に記載の要件を満足さ

せるための検証を加えることにより精査することとするが、経費については概ね

次の区分により手当てすることとする。

( )システム構築にかかる初期費用1
テレビ会議システム導入に向けた物品費、システム構築費および工事費等の初

期費用については全国知事会積立金で支弁

( )光通信回線接続工事費2
各都道府県が接続する光通信ケーブル本線と各都道府県庁内に設置するテレビ

会議システムとの間の回線接続に要する費用については当該都道府県が支弁～各

部屋から本線までの距離、設置箇所数等により変動

( )運用及び保守にかかる費用3
回線接続費及び保守費等のランニングコストについては各都道府県が支弁
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４．導入に向けた具体的工程（案）

平成１７年５月３１日 ・全国知事会議にテレビ会議システムの導入に向けた基

本的考え方について提案

６～７月 ・複数の都道府県間を結んだテレビ会議システムのデモ

を実施

・具体的なシステムの検討

７月１３日 ・全国知事会議にテレビ会議システムの導入案を提案

９～１２月 ・各都道府県が接続に要する費用と１８年度の運用にか

かる費用を予算化し、平成１７年内に運用を開始

５．テレビ会議システムの活用例

◎全国知事会議の開催

◎正副会長会議・理事会の開催

◎各常任委員会・特別委員会の開催

◎その他知事をメンバーとした会議等の開催

例：・知事グループによる特定行政課題に係る意見交換会

・知事グループによる特定行政目的に係る協議会

・知事本人による少人数の緊急打合せ

◎都道府県幹部を対象とした会議等の開催

例：・緊急案件に係る担当課長会議

・特別委員会幹事会議、専門部会

◎大規模災害等緊急時における知事等による連絡調整会議の開催


